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要旨　本稿は中国延辺朝鮮族社会の社会構造との関係から「社会の場」としての延辺マス・
メディアの性格を論じるものである。「コミュニケーションの体系も社会体系の一部であ
り、マスコミュニケーション構造は社会構造を反映する」という視点から、延辺朝鮮族自
治州の社会変動に関するマス・メディアの現況とその性格を主に資料分析を通じて探り、
受容者のメディア接触度を中心にその性向を探索的に分析することを目的とする。Ⅰでは、
延辺朝鮮族社会の変動とマス・メディアの現況について考察した。Ⅱでは、メディア受容
者を受動的受容者と能動的受容者に分けて理論的に考察した。Ⅲでは、大学生のマス・メ
ディア受容性向分析を試みた。Ⅳでは、朝鮮族受容者の性向についての模索的分析を試み
た。
はじめに
　中国朝鮮族が延辺地域に大量に移住し始めたのは 1910 年韓日合併以後からである。苦
難の歴史のなかで、中国の他の少数民族と比べ、今日のように比較的高い水準の社会経済
的位置を占めることができたのは勤勉性に基づく営農技術と高い教育熱があったからであ
る。現在の延辺朝鮮族社会では、移民 1 世はほとんど死亡し、2-3 世は老化しつつあり、
4-5 世が中心世代を形成している。少数民族の一つとして強い同化力を有する中国文化の
中で、民族的な伝統や文化を維持している。
　朝鮮半島から中国東北部への移動を第 1 回大移動と考えるならば、改革開放後の人口流
動は第 2 回大移動と見ることができる。第 1 回大移動の原因は、朝鮮半島での生活の苦し
さに加え、日本が植民地に対し国策的に中国への強制移住を進めたことにあったが、第 2
回大移動においては、それまでの定着地から離れて、国内の経済発達地域への流動と、海
外への流動という二つの流れが同時に進んでいることにその特徴がある。
　1990 年代、中国朝鮮族は国内活動に止まらず、海外へもその活動を急速に広げ、韓国
を始めとして日本・ロシア・アメリカ・カナダ・オーストラリア・ヨーロッパ・中近東に
まで進出していく。その数は約 30 万人で朝鮮族人口の 6 分の 1 を占めている。
　2006 年 11 月末の時点で、韓国に在留する朝鮮族は 23 万 5000 名である1。中韓国交 15
年を迎え、在韓朝鮮族は 20 倍に増えたことになる。2006 年末、延吉市の人口は 42.91 万人。
そのうち朝鮮族は 24.77 万人で、在韓朝鮮族とほぼ同数となっている2。2007 年 3 月 12 日、
韓国の在外同胞訪問就業制でビザを最初に発給して以来、延辺自治州には再度コリアンド
　　　　　　　　　　　　　　　　
1 『吉林新聞』、2007 年 3 月 15 日。
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リーム現象が起き、それによる詐欺集団・旅行会社が増えている。日本にも約 5～8 万人
いるといわれる 3。短期間でこれほど大量の人口流出は世界でも稀な現象だと言える。
　80 年代以後、改革解放政策の下で延辺朝鮮族社会にも経済成長とともに、社会諸部門
の発展がもたらされた。それとともに延辺社会のマス・メディアもその社会発展の一役を
担いながら質的・量的水準の向上を示している。
　2005 年現在、延辺自治州で発行される新聞は 11 種類（その中で朝鮮語新聞が 6 種類）
あり、その年発行部数は 3,110 万 8 千部（朝鮮語新聞は 744 万 4 千部）に達している。延
辺朝鮮族自治州で発行される雑誌は 21 種類（朝鮮語雑誌は 12 種類）であり、年に 66 万
部発行されている。教科書は 462 種類（朝鮮語教科書は 300 種類）を年に 291 万部出版し
ている。さらに延辺朝鮮族自治州には 8 つのラジオ放送局と 9 つの中短波発信社がある。
総出力 268kW で電波を発信し、ラジオの人口カバー率は 99.73％である。延辺テレビ放送
は現在、9 つのテレビ局と 22 の発信社・専門中継局を有し、その人口カバー率は
97.17％、有線テレビは 45.1 万戸が視聴している 4。
　このような現象は人口増加による読者・視聴者の自然増加とともに経済成長による生活
水準の向上、知的水準の上昇、そして産業化・開放化・多元化による変化の一つの反映と
して捉えることができる。
　本論文ではこのような問題意識から中国延辺朝鮮族社会の社会構造との関係から「社会
の場」としての延辺マス・メディアの性格を捉え、「コミュニケーションの体系も社会体
系の一部であり、マスコミュニケーション構造は社会構造を反映する 5」という視点から、
延辺朝鮮族自治州の社会変動に関連するマス・メディアの現況とその性格を主に資料分析
を通じて探り、受容者のメディア接触度を中心にその性向を探索的に分析することを目的
とする。
Ⅰ . 延辺朝鮮族社会の変動とマス・メディアの現況
　中国は主要民族である漢族と 55 の民族から成る「多民族統一国家」である。1982 年に
採択された憲法によると、中国は国内の様々な民族から成る「多民族国家」を標榜してい
る。中国の長い歴史は「発展と衰退、定着と移住、統合と分離」の複雑な類型 6 として、
民族の対立と融和という観点から把握することができる。
　しかし、2000 年に実施された第 5 次人口調査によると、中国大陸の省、自治区、直轄
市の総人口は 12 億 9533 万人である。漢族人口が 11 億 5940 万で全体の 91.59%を占める。
　　　　　　　　　　　　　　　　
2 『インターネット吉林新聞』、「中国朝鮮族大集合（http://cafe.daum.net/yanji123）」、「われらの民族・
私の故郷」欄の「私の故郷のニュース」、2007 年 3 月 17 日。
3 朝鮮族のパスポートには国籍が中国だということしか記入されてないので、正確な在韓国・在日本朝
鮮族の統計は存在しない。
4 数値はインターネットサイト「中国延辺―延辺朝鮮族自治州政府」、http://www.yanbian.gov.cn/
から引用。
5 D. Lemer, “Toward a Communication Theory of Modernization”, in L. W. Pye ed, Communication 
and Political Development , Princeton Univ. Press, 1963, P.342.（韓亨洙、「延辺朝鮮族社会での大衆媒体
とその受容者性向分析」、『高麗社会学論集』第 7 輯、1992 年、9 頁、再引用）。
6 費孝通「中国での民族的自覚」、『中国社会科学』第 1 巻 1 号、1979 年、94～107 頁
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つまり、少数民族は約 1 億 643 万人で約 8.41%に過ぎない。中国朝鮮族の人口は 192.38 万
で 13 番目に当たる少数民族である 7。その分布は吉林省に約 114 万 5 千人で、これは朝鮮
族総人口の 59.6％（このうち延辺朝鮮族自治州に約 84 万人、朝鮮族総人口の 41.7％）に
相当する。
　中国の少数民族政策は 70 年代の「文化大革命」期間以外に少数民族に自治を許容し、
民族文化を認定する民族融和政策を追求し、それによって地域や人口規模に応じて中国領
土内で少数民族の自治区、自治州、自治県が作られた。中国共産党の初期少数民族政策は
民族自決権を与える程度にとどまり、それ以後も中国の政治的力学関係によって自治地域
の拡大や縮小、民族の独自性の認定や社会主義的階級性の強調などへ重点が移されるよう
になる 8。
　中国政府の自治保障政策によって、1952 年 9 月 3 日に延辺朝鮮民族自治区が設立され、
55 年には延辺朝鮮族自治州と改称された。1949 年から 1966 年まで中国国内には 5 個の自
治区、29 個の自治州、69 個の自治県が設立された。しかし、このような自律権と民族の
独自性を認定する少数民族政策は 60～70 年代には「文化大革命」によって民族宗派主義
とみなされ極端に縮小化された。80 年代に入って実用主義路線が採択され始め、1982 年
の新憲法は「文化大革命」以前に定着された少数民族自治権、自律権の回復と拡張へ関心
を移すようになった。「中国は全国の民族が共同に創造した統一的多民族国家である。平等・
団結・互助の社会主義民族関係は既に確立され、今後も続けて強化される。国家は各少数
民族の特徴と必要に応じて、各少数民族地域の経済や文化の発展を加速化することに積極
的に協力し、全国各民族の共同繁栄を追求する 9」と、少数民族政策が強制的な同化主義
ではないことを強調している。
　2000 年現在、中国朝鮮族人口の分布状況 10 を見ると東北三省に集中しており、朝鮮族
人口は 177 万 5 千人余りで、朝鮮族総人口の 92.3％を占める。より具体的に見ると、吉林
省に 114 万 5 千人余りで、朝鮮族総人口の 59.6％（このうち延辺朝鮮族自治州に 84 万人
余り、朝鮮族総人口の 41.7％）に達する。次に、黒龍江省の朝鮮族人口は 38 万 8 千人余
りで、朝鮮族総人口の 20.2％、遼寧省の人口は 24 万 4 千人余りで、朝鮮族総人口の
12.5％を占める。その他の地域の朝鮮族人口は 14 万 6 千人余りで、朝鮮族総人口の 7.6％
を占める。朝鮮族自治区域として吉林省には延辺朝鮮族自治州と長白朝鮮族自治県がある。
民族自治区域に住む朝鮮族人口は 87 万人余りで、朝鮮族総人口の 45.3％を占める。その他、
民族自治区域の補完形式として民族郷鎮が存在し、朝鮮族の民族郷鎮は 40 余ヵ所（黒龍
江省に 20ヵ所、遼寧省に 16ヵ所、吉林省に 11ヵ所、内モンゴル自治区に 1ヵ所）ある。
延辺朝鮮族自治州は延吉、図們、敦化、龍井、琿春、和龍など 6 個の市と安図、汪清の二
つの県から成っている。
　延辺朝鮮族自治州は 1952 年設立当時には全延辺人口の 74％を朝鮮族が占めたが、30 年
　　　　　　　　　　　　　　　　
7 国務院人口普査事務室国家統計局人口・社会科技統計司編『中国 2000 年人口普査資料（上）』、中国
統計出版社、2002 年
8 洪承稷「延辺朝鮮族自治州研究」、韓国高大亜研、1988、3～4 頁
9 漢陽大学中ソ問題研究所『中ソ研究』、Vol.6 No.2、1982、253～271 頁
10 国務院人口普査事務室国家統計局人口・社会科技統計司編『中国 2000 年人口普査資料（上）』、中国
統計出版社、2002 年
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経った 1982 年の人口統計によると朝鮮族の人口比は 40.3％ 11、1987 年の統計によると自
治州には朝鮮族が 81.5 万名で総人口の 40.7％ 12 に減少している。さらに、2007 年延辺朝
鮮族自治州の総人口は 223 万 3144 人、そのうち朝鮮族は 82 万 692 人、総人口の 36.75% 13
となっている。こうした現象の原因としては、多くの漢族たちのこの地域への移住、相対
的に朝鮮族の人口自然増加率が減少したこと、朝鮮族の激しい人口流動などが考えられる
だろう。
　一方で、中国の創建以来延辺朝鮮族自治州は経済成長とともに社会諸部門で大きな発展
を示した。統計によると 1988 年の全自治州の社会総生産額は 1949 年より 22.3 倍増加し、
工業・農業の総生産額は 1949 年より 16.9 倍増加した 14。2005 年の延辺朝鮮族自治州全州
の財政収入は 32.3 億人民元、固定資産投資は 125 億人民元、社会消費品売り上げは 100
億人民元、都市住民と農民一人当たりの純利益はそれぞれ 8185 人民元、2661 人民元であっ
た 15。2006 年 1 月から 11 月までの間、延辺自治州から海外研修として出国した人は 4866
名で、海外からの送金収入が 9.55 億ドル、年末までには 10.6 億ドルに達すると見込まれ
た 16。2006 年延辺自治州への観光客は 310 万人、観光収入は 28.4 億人民元、外貨収入
4800 万ドルで地域経済発展に大きく寄与した 17。このような諸社会部門の発展によって
延辺朝鮮族自治州の都市と農村住民たちの所得水準が高くなり、それによって消費水準（延
辺での社会消費品売り上げ 100 億人民元は全州の財政収入の 3 倍を上回ることから、この
地域が過消費社会であることも分かる）も著しく高くなった。まさにこのような社会発展
による消費水準の向上とともに、中国政府の「二つの文明建設をともに実現すべき（社会
主義的物質文明とともに社会主義的精神文明建設も強化すべき）」という方針によって新
聞・雑誌・ラジオ・テレビジョンなどのマス・メディアを計画的に発展させ 18、従来の「紅」
（Ideology）とともに経済建設、つまり「専」（Technology）を図るための社会道具的機
能 19 を果しているのである。
　中国のマス・メディアについての理論は基本的にマルクス・レーニン主義の伝統とソ連
の言論観の影響を大きく受けながら、それに立脚して樹立された。中国は独自の社会的構
造や伝統、政治的理念などに適合させる形でソビエト共産主義言論理論に多少の修正を加
えた。
　毛沢東は 1948 年 4 月 2 日、『晋綏日報』の編集者たちに接見したとき、談話を通じて次
のような自身の言論観を表明した。
マルクス・レーニン主義の基本原則は、民衆に彼らの利益を認識させると同時に、団
　　　　　　　　　　　　　　　　
11 延辺朝鮮族自治州概況執筆グループ『延辺朝鮮族自治州概況』、1984 年、158～162 頁
12 Chae-Jin Lee, China’s Korean Minority , Westview Press, 1986, P.3~5（韓亨洙前掲論文 11 頁、再引用）
13 朝鮮族研究学会ホームページ、http://koreanminority.web.fc2.com/ から
14 延辺経済科学技術社会発展研究文集『発展途上の延辺』（上）、延辺人民出版社、1990 年、32 頁 　
15 『延辺日報』、2006 年 12 月 21 日。
16 『インターネット吉林新聞』、「中国朝鮮族大集合（http://cafe.daum.net/yanji123）」、「われらの民族・
私の故郷」欄の「私の故郷のニュース」、2006 年 12 月 22 日から再引用。
17 『延辺日報』、2007 年 1 月４日。
18 延辺経済科学技術社会発展研究文集、前掲書（下）、88～89 頁
19 韓亨洙、前掲論文、12 頁再引用
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結して、彼らの利益のため闘争させるのである。したがって新聞 20 の作用と力量は
党の綱領路線、方針政策、事業任務と事業方法を大衆に最も神速に、最も広範に知ら
せることである。そうするためには、新聞事業人たちがまず、党の総路線と総政策を
すべて熟知し、ニュースの取材・記事の作成・編集・補給等で、何よりもまず党の政
策上の問題を考慮しなければならない。もし、そのようにしなければ重大な過誤を犯
すようになる。…　われらの新聞もやはり、多くの人たちによって、人民全体によっ
て、全党によって作られなければならないし、ただ少数人がドアを閉めきってわがま
まに作るものになってはいけない 21。
　毛沢東が表したこのような新聞の役割と任務、制作方法などは、その後、すべての中国
言論の基本方針になった。
　1958 年、毛沢東はレーニンの提示した言論の「集団的宣伝者、集団的扇動者、集団的
組織者」という三つの大きな役割を多少修正して、それを「組織・鼓動・激励・批判・推
進」の五つの役割に拡大し、まとめ上げた。毛沢東はその具体的な内容を次のとおり整理
した。組織というのは人民をとりまとめて強大な力量に結集することであり、鼓舞と激励
は各々の戦線で達成した偉大な成就を正確に反映することであり、煽動は大衆を精一杯熱
情的に創造の行動に導くことであり、批判は事実を明らかにして道理を論じ、右傾主義思
想や様々な保守思想に対して闘争し、資本主義を崩壊させて社会主義を建設することであ
り、推進は以上の四つの役割を成し遂げることにより発展の途へと踏み出すことを意味す
る。
　中国の場合でも、言論は社会主義建設のために、大衆を広範に動員・組織する強力で効
果的な武器として、すなわち階級闘争の道具として強調されていることがわかる。そして、
毛沢東がレーニンの言う三つの役割をさらに精巧にしたのは、言論の役割をさらに強調し
たことを意味する。毛沢東は、中国革命の成功を左右した二つの柱は「筆竿」（文筆活動
を通じての宣伝・宣伝事業など）と「銃竿」（武器）であったと表現したことがある。彼は、
「一つの政府を転覆しようとしたら、まず世論を形成して意識形態を操作し、上部構造を
構築しなければならない。革命とはこのようなものであり、反革命も同じようにこのよう
なものである」と言いながら、言論の重要性を指摘したこともあった。
　毛沢東が政治的・社会的動員のために取った言語的な戦略も、言論が「党と政府の政治
的構造と完全に一致しなければならない」として政府や党に対しての言論の従属を主張す
ると同時に、言論の内容が共産党によって計画・推進される国家発展の政治的・経済的事
業と密接な協同関係になければならないとしたレーニンの言論統制的な理論と密接な関係
を持っている。
　新聞記者の役割に対する毛沢東の観念は、政治と社会との仲介者という客観的役割を強
調する欧米流のそれとは異なっている。毛沢東によるとジャーナリストは専門職としての
言論人ではなく、一定の方向性を持って行動する政治要員であり、共産党による革命遂行
　　　　　　　　　　　　　　　　
20 中国では、新聞はニュースを、報紙は新聞を意味する。ここでの「新聞」はニュースを指し示すもの
とする。
21 毛沢東、“ 対晋綏日報編集人員的談話 ”『毛沢東新聞工作文選』、北京：新華出版社、1983、149～150 頁
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を助ける政治人でなければならないのである。
　要するに、中国のマス・メディア機能理論は、マルクス・レーニン主義の毛沢東思想に
基づいており、その内実は党性原則、大衆性原則、指導性・奉仕性原則という三つの原則
で説明することができる。
　延辺朝鮮族自治州のマス・メディアである新聞、放送は比較的早い時期から始まってい
る。その性格も、より重要な社会的教育の「教科書」として自治州内の朝鮮族と他の民族
のためその役割を果たすだけではなく、ひいては中国の様々な地域の朝鮮族のためその機
能を果たしているのである。
１．新聞・雑誌の沿革と現況
　延辺の新聞は比較的長い歴史を持っている。中国朝鮮語出版事業は 1882 年奉天（瀋陽）
文光書院が朝鮮語の『キリスト聖教ルカ福音書』を出版、発行したことから始まった。
1909 年、朝鮮族の初めての新聞である『月報』が延吉で発刊された 22。
　1915 年延吉道尹公署で『延辺実報』、『延辺時報』が発刊されて 1 年程持続されたが、
日本の圧力によって停刊される。しかし 1919 年から 1921 年まで延辺では『一民報』、『新
聞報』、『愛国報』などの「5.4 運動」を中心とした啓蒙新聞が発行された 23。
　特に「9.18 満州事変」以後中国共産党員たちが資金を集めて『民声報』、『戦闘日報』、『反
日報』などの進歩的な新聞を発行し始めた。1945 年 8 月に日本が敗亡後、吉林省の機関
紙であった『人民日報』が延吉へ移り、延辺地域では『人民日報』を中心に吉東軍区の『吉
東日報』と東満の『延辺日報 24』などが陣営を組み、強大な宣伝網を形成した。これによっ
て延辺は新聞文化の中心地となり始めた 25。
　1947 年延辺で印刷・発行された新聞は 14 種類もあった。共和国が創建されて以来、延
辺の新聞は何回かの変遷を経験したが、その発展速度は弛むことはなかった。今日の自治
州の新聞は党機関紙を中心として専門新聞と企業新聞が集団化を成し、多様な社会主義新
聞事業が組織されている。
　延辺朝鮮族自治州で発行される新聞は党機関紙を中心に専門新聞、企業新聞の 2 種類が
ある。1988 年末延辺で発行された新聞の総数は 35 種類あり、毎期の総発行数は 36 万部
に達する勢いであった 26。
　中でも『延辺日報』は自治州で最も歴史の長い新聞である。40 年代以来『延辺日報』
は州党委員会の機関紙として社会主義発展を推進するための手段・道具として存在し、言
わば「組織・励まし・推動・批判」の役割を十分に発揮してきた。つまりマス・メディア
が党と政府の道具として人民を啓蒙し、党や政府の政策を人民に知らせ、社会組織をコン
トロールし、社会主義建設のために人民を動員し、外部批判や自我批判を開発し、社会主
　　　　　　　　　　　　　　　　
22 김현대、최상철『중국조선민족문화사대계 8/신문출판사 /출판사』、民族出版社、1999、283 頁
23 김숙련외『중국연변』、김영사 、1991、105 頁
24 1948 年 4 月 1 日に創刊された日刊紙で、中国内朝鮮族の最大（最古・発行量最大）の新聞である。
現在、日本の『新潟日報』、北朝鮮の『民主報』、韓国の『中央日報』、『毎日新聞』などの新聞と姉妹関
係を結んでいて、北京とソウルに支社を持っている。
25 韓亨洙、前掲論文、13 頁
26 延辺経済科学技術社会発展研究文集、前掲書（下）、372 頁
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義の発展を宣伝・扇動・組織する社会主義言論の最も核心的な道具の機能を果してきた。
1992 年の『延辺日報』の毎期朝鮮語版の発行部数は 2 万 9 千部、漢文版の発行部数は 2
万 2 千部 27 であった。
　1957 年に創刊された『延辺少年報』を前身として『中国朝鮮族少年報』は毎期 5 万 2
千部、『延辺ラジオ・テレビ新聞』は朝鮮語版と漢文版を合わせて 15 万部、『総合参考』
は 5 千部の発行部数を持っている 28。
　80 年代の改革解放政策による経済成長や社会諸部門の発展につれて、社会生産力が高
まり、新聞の性格も従来の「階級闘争のカテゴリー」という枠組から離れ、都市や農村住
民の情報欲求を充たし、多様な欲求を充足させる方向へと転回しつつある 29。
　1950 年代から『時事編覧』、『少年児童』、『小学教育』、『大衆科学』、『延辺青年』、『延
辺衛生』、『教育通史』などの朝鮮語定期刊行物が出版された。文化大革命の災難でこうし
た定期刊行物は一時全部停刊されたが、『少年児童』は続けて出版されるとともに『少年
児童』読者を対象とする『小川の水』、『少年科学』と青年読者を対象とする『青年生活』
が発刊された。また文芸定期刊行物である『アリラン』、『ツツジ』、科学技術定期刊行物
である『科学生活』などがある。州内の各部門で発刊する月間雑誌として『延辺文芸』、『大
衆科学』、『支部生活』、『教育通信』、『東北民兵』、『延辺女性』などがある。これらの刊行
物を出版している雑誌社としては中国朝鮮語文雑誌社、延辺人民出版社、大衆科学雑誌社、
支部生活雑誌社、天池月間社、延辺女性雑誌社、東北後備軍雑誌社、中国朝鮮族雑誌社な
どがある 30。
　2005 年現在、延辺自治州で発行される新聞の総数は 11 種類（その中で朝鮮語新聞が6
種類）となり、1947 年より 3 つも少なくなっている。その発行部数も年々減少する傾向
にある。中国朝鮮語雑誌は 1978 年には 5 種類（1978 年から復刊され、新しく創刊されて
自動的に廃刊されたものは 18 種類）、2000 年には 31 種類（15 種が機関紙）31 あった。延
辺朝鮮族自治州で発行されている雑誌は 21 種類（朝鮮語雑誌は 12 種類）で、90 年代以
降にはその数も発行部数も減少していることが分かる。教科書も朝鮮族学校・生徒の減少
によって発行部数が減少している。
　朝鮮語出版で黒字を出しているのは『青年生活』、『延辺女性』などと学校を通じて発行
される『少年児童』、『中学生』などの極一部の雑誌だけである 32。
　こうした現象の原因としては中国国内の出版業が持つ弊害以外に民族地域の特殊な問題
点を挙げることができるだろう。
　まず、朝鮮族人口のマイナス成長と朝鮮族の大量「流失」に原因がある。
　次に、1992 年中国共産党第 14 次代表大会で社会主義市場経済体制を採択するための目
標を掲げてから、新聞出版業が計画経済下の発展モデルから市場経済下の発展モデルへ転
　　　　　　　　　　　　　　　　
27 韓亨洙、前掲論文、14 頁
28 延辺経済科学技術社会発展研究文集、前掲書（下）、372 頁
29 前掲書、375～376 頁
30 김숙련외、前掲書、107～109 頁
31 蔡永春『2000 年中国朝鮮族言論文化学術論文集』、延辺人民出版社、2001、61 頁、崔相哲「市場経済
の挑戦に直面した中国朝鮮語雑誌の実態と進路」
32 蔡永春、前掲書、202 頁、柳燃山「中国朝鮮語出版の問題点と進路」
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換されたことにその原因がある。
　最後に、1999 年 8 月と 11 月の二段階の戦略的調整 33 を挙げることができる。
　要するに、1990 年代に入ってから中国政府が実施した市場経済の規則が少数民族の経
済、文化、教育の各分野に公平競争のルールをもたらし、それが元から弱い立場にあった
少数民族の新聞・雑誌を含む出版業を危機に直面させたと思われる。
２．ラジオ・テレビジョン放送の沿革と現況
　延辺の無線放送事業は、日本が「大東亜共栄圏」の宣伝と政策の説得メディアとして
1938 年 4 月 1 日に設立した「延吉放送局」を手始めに、11 月から正式な放送を始めた。
1945 年 8 月 15 日に日本が撤去し、11 月にはソ連紅軍延吉駐屯司令部がこの放送局を接
収・管制し、1946 年 1 月 3 日にソ連人によって放送が再回された。1946 年 6 月、延吉が
吉林省党委員会所在地になるにともない、「延吉放送局」は「延吉新華放送局」と改称、
中国解放区内での最初の少数民族語で放送が行われた。1948 年に「延辺人民放送局」と
改称され、中央放送局のニュース報道を中継する以外は全て朝鮮語で放送し、1949 年に
今日の延辺人民放送局が正式に設立された。1969 年 4 月から朝鮮語と中国語放送を区分
し、従業員も 40 年代の 20 名から 1965 年には 140 名、1980 年には 400 名に増えた。
　1988 年末、全自治州には無線放送 4ヶ所、無線中継所 8ヶ所。219 キロワット送出で、
延辺人民放送局の朝鮮語聴取率は 86.6％、中国語放送聴取率は 49％であった 34。80 年代
以後、改革解放政策により、放送内容についてもニュース報道とともにプログラムの多様
化が進んでいる。
　1977 年 12 月 31 日に設立された延辺 TV は中国最初の朝鮮語 TV であり、中国少数民
族地域で初めてのテレビ放送であった。さらに世界範囲で（朝鮮半島を除いて）最も長い
歴史、大きな規模を誇る朝鮮語放送局である。
　80 年代以後、改革開放政策とともにテレビ放送がニュース情報源として最も利用度の
高い、いわば TV 時代を迎えているが、それは放送プログラムが豊富になり、その内容の
質が向上しつつあることを示している 35
　2006 年 8 月 10 日、延辺テレビの衛星放送が始まり、中国最初の地区級衛星放送メディ
アになった。延辺衛生テレビは「鑫諾 4 号」を通じて中国全土とアジア、ヨーロッパ、大
洋州の 50 カ国で観ることができるようになった。延辺テレビ局には約 230 名の従業員が
いて、90％以上が専門大学以上の学歴を有し、50 名あまりが高級専門技術の職称を持っ
ている。設備は著しく改善され、プログラムの編集、制作、放映は基本的にデジタル化さ
れている。
　延辺テレビの地上波放送とアナログ放送は、それぞれ毎日平均 18 時間の放送を行い、
　　　　　　　　　　　　　　　　
33 1999 年 8 月に中共中央辦公庁と国務院辦公庁で下した「中央国家機関と省、自治区、直轄市庁、局
の新聞刊行物構造を調整することに関しての通知」、11 月の国家新聞出版署からの「中央『両辦公庁』
の新聞刊行物構造調整についての意見」で 2000 年 1 月 1 日から中央と国家機関の各部門では原則上、
機関紙を発刊しないと指摘している。
34 延辺経済科学技術社会発展研究文集、前掲書（下）、404 頁
35 延辺経済科学技術社会発展研究文集、前掲書（下）、406～409 頁
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そのうち朝鮮語のプログラムが 40％を占めている。
Ⅱ . メディア受容者の概念とメディアの利用
　受容者とは人々とメディアとの接触という観点から作り出された分析概念に過ぎないの
で、ある単一的な集団的構造を持つものではない。それは様々な種類のメディアあるいは
それらに接する読者、聴取者、視聴者の集合体を指し示すものである 36。
　今日、「受容者（audience）」とはメディアと関連した「メディア受容者」だけでなく、
コミュニケーション（human communication）過程で送信者が伝達するメッセージを受
け取る受信者、さらにはメッセージを発信する送信者あるいはテクストを解読・解釈する
主体を指し示す用語ともなっている 37。
　メディア受容者は「趣向公衆（taste public）」としての受容者、「メディア利用者（user）」
としての受容者、「メディア解釈者（decoder）」としての受容者、革新者としての受容者、
抵抗者としての受容者、知覚的受容者などに分類することができる 38。
１．受動的受容者とメディアの利用
　コミュニケーション研究における「受動的受容者」という概念はメディア受容者論研究
からではなく、メディア効果研究から案出されたものである。
　バウアー（R. Bauer）が「頑固な受容者（obstinate audience）」という概念を提示し、
それを基に能動的受容者という概念が案出された。この概念からは「利用と充足」という
パラダイムが創生されることになった。受動的な受容者概念は能動的な受容者概念の対概
念として登場したのである。つまり、能動的受容者概念が登場する以前には受動的受容者
概念は形成されてなかったことになる。
　1920 年代～1940 年代までの「強効果」（powerful effects）あるいは「皮下注射的効果」
（hypodermic needle effects）を説明する理論的フレームあるいは概念として登場したの
が受動的受容者という概念であった。
　従来のメディア効果研究は基本的に、送信者は常に能動的であり、コミュニケーション
の主導権を握り、受信者としての受容者は常に受動的であるという図式に立脚している。
２．能動的受容者とメディアの利用
　非人間的メディア効果研究から人間中心的接近へのパラダイム転換を試みた最初のマ
ス・コミュニケーション研究が「利用と充足研究」（Uses and Gratification Research）で
ある。「利用と充足研究」とはメディア受容者を能動的受容者と規定してメディアと受容
者との関係を研究する接近方法である。
　　　　　　　　　　　　　　　　
36 McQuail, D., Mass communication Tbeory, London: Sage, 1983, P. 149（이강수『수용자론』、한울아
카데미、2001、84 頁　再引用）
37 이강수、前掲書、85 頁
38 이강수、前掲書、93 頁
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　ビオカ（F. Bioca）は受容者能動性を 5 つに分類し、提示している 39。
①「選択性（selectivity）」としての受容者能動性
②「功利的」あるいは「有用性（utilitarianism）」としての受容者能動性
③「意図性（intentionality）」としての受容者能動性
④「関与（involvement）」としての受容者能動性
⑤「影響からの不動性（imperviousness to influence）」としての受容者能動性
Ⅲ . マス・メディアの大学生受容者性向分析
　ここでは中国延辺地域朝鮮族大学生が新聞・雑誌、ラジオ・テレビなどのマス・メディ
アとどう接触し、受容者としてどのような性向を示しているかを考えてみたい。本稿では、
延辺大学の朝鮮族学生（朝鮮韓国語学院と演劇学部）を調査対象とし、試行的な面接調査
を実施し、より深層的な研究成果を導出するための序説的考察を試みた。
　2008 年2～3月に、延辺大学の在学生 200 名（朝鮮韓国語学院 140 名、演劇学部 60 名）
を対象に事前に作成された調査票による無作為面接調査を実施した。本研究で回収できな
かった調査票および誠実さに欠ける応答者 20 名のものを除外し、最終分析に使われたサ
ンプル数は 180 名（朝鮮韓国語学院 135 名、演劇学部 45 名）で、回収率は 90％（朝鮮韓
国語学院 96.4％、演劇学部 75％）であった。
　統計に利用された調査対象の構成は次の通りであった。
　今回の調査対象者の特性を一般的な事項による質問を通じて見ると、性別分布は総 180
名の中で男性が 37 名で 20.6％、女性が 143 名で 79.4％であり、その平均年齢は 21 歳であっ
た。
　延辺大学学生の一日平均メディア利用時間は次の通りであった。
　TV 視聴時間においては男性が 111.23 分で女性の 107.28 分より 3.95 分長く、インター
ネット利用時間においても男性が 117.07 分で女性の 104.92 分より 12.15 分長い。反面、
新聞の講読時間と雑誌講読時間においては女性がそれぞれ 34.31 分と 44.37 分で、男性よ
　　　　　　　　　　　　　　　　
39 이강수、前掲書、247 ~249 頁
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り 7.36 分、17.09 分長くなっている。ラジオの聴取は男女学生ともほとんど 0 に等しい。
ラジオの聴取は交通機関（バスやタクシー）に乗るとき運転手たちの好きな「延辺交通文
芸」プログラムを聞くくらいであった。総体的に延辺大学生は TV やインターネットなど
の非印刷メディアの利用に新聞、雑誌などの印刷メディアより三倍以上の時間を割いてい
ることが明らかになった。慎雲哲などの研究 40 によると、中国の大学生は韓国の大学生
に比べ印刷媒体の影響を強く受けているとされているが、本調査では延辺大学生の非印刷
メディアの利用時間が倍以上の結果となっている。
　次に、メディア利用時間について、自由応答の方法で各好みのメディア内容を調査した。
質問紙には多重応答（Multiple Response）統計技法を採用し、次のような分析結果が得
られた。
　TV プログラムの場合、男女学生ともに「現代ドラマ」や「映画」を好むものが多く、「映
画」を選択した男子学生は 21 名、女子学生は 73 名であった。「現代ドラマ」を選択した
男子学生は 16 名、女子学生は 94 名で、延辺大学生が好む番組のランキングは、「映画」、
「現代ドラマ」、「コメディ」、「バラエティショー」の順であった。中国の IMI 調査結果
によると 41 北京の人たちは TV を通じて「ニュース」、「香港、台湾の現代ドラマ」、「映画」
などを多く視聴しているとされるが、これは本調査の結果と概ね一致している。しかし、
「ニュース、ドキュメンタリー、天気予報」は慎雲哲などの研究ではランキング 1 位だっ
たが今回の調査ではあまり好まれないという結果が得られた。
　　　　　　　　　　　　　　　　
40 김병희、신운철、한상필『한국과 중국 대학생의 소비가치 비교연구』、広告学研究、特別号と慎雲哲「한
국과 중국 대학생의 소비가치 유형에 따른 정보탐색활동비교연구」、韓国漢陽大学修士学位論文、2002
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　男子学生に最も多く選択された新聞は「スポーツ新聞」でり、「経済新聞」は第 2 位で
ある。一方、女子学生には「その他専門誌」（娯楽・生活新聞）の読者と購読していない
学生が多かった。本調査の結果は慎雲哲の前掲論文の「中国大学生はスポーツ、娯楽など
の生活を好む方向へ変化しつつある」という結果と一致している。
　雑誌の場合、「趣味、娯楽雑誌」、「レジャー、スポーツ雑誌」、「文学雑誌」、「女性雑誌」
が好まれ、「海外雑誌」（韓国の『WAWA』）が男女とも四位に選ばれたことは、外国に
あこがれている延辺大学生の特徴を反映すると考えられる。
　インターネットサービス利用は、男性女性ともに情報検索が１位を占めていることが興
味深い。TV での「ニュース、ドキュメンタリー」プログラムを敬遠する反面、韓国を始
めとする外国の衛星テレビやインターネット情報をより信頼していると考えられる。
Ⅳ . 結論に代えて
　本調査結果は延辺大学の二つの学部の朝鮮族を無作為に面接調査したものであるため、
これからはより科学的な接近方法による修正が必要だと思われる。特に標本抽出などの調
　　　　　　　　　　　　　　　　
41 黄升民『1997～1998　IMI 消費行為和生活形態年鑑』、中国物価出版社、1997
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査方法の諸手順に留意しながら計画を推進すべきであるが、今回は延辺大学でもほとんど
が朝鮮族の学生から成る二つの学部学生を調査対象として面接調査したため、本調査結果
の内容には多くの限界と制約があると考えられる。
　社会体系とコミュニケーション体系の相互作用の中で、社会体系の下位体系としてのマ
ス・メディアについて延辺社会の変動と関連づけながら、その沿革と現状を既存資料を通
して分析した。マスコミュニケーション体系でのマス・メディア分析を試み、模索的調査
の水準に止まってはいるが、延辺大学の朝鮮族学生を対象に調査票による面接調査を実施
し、その資料を分析して延辺朝鮮族自治州でのマス・メディアと大学生受容者の性向を明
らかにしようと試みた。
　社会主義国家ではマス・メディアを「社会的道具」あるいは「党の咽喉」とみなし、社
会教育の重要な教科書として活用している。よって、社会主義・共産主義国家での新聞・
雑誌の発行部数やラジオ・テレビの視聴率などは欧米の自由民主主義的観点からは解釈で
きないと思われる。しかし 80 年代の産業化、開放化による延辺朝鮮族自治州でのマス・
メディアの購読率、視聴率の拡大は社会構造の一つの断面、もしくは延辺朝鮮族社会の発
展的趨勢を示すものと考えられる。
　しかしながら、本調査でのメディア認識についての設問項目のうち、「テレビは現実
（reality）を反映することにとどまらず、現実それ自体を意味している」、「ニュースやド
キュメンタリーは視聴後、多くの知識や情報を得たという満足感を与える」などの項目に
同感を示し、多くの女子学生が「独裁権力が国民を洗脳する道具としてテレビを悪用する
可能性がある」、「メディアは世の中の出来事をありのまま、伝えるのではなく、作り上げ
られた特定の物語によって提供する」などの項目に「そうではない」と「中立的立場」を
示していることには多大な危険性が潜んでいると考えられる。
　一部の情報によって提供されるテレビ映像メッセージは事実を歪曲（間違った固定観念
を形成）し、特定の考え方を偏重する可能性がある。TV の日常性（批判の不足）、長時
間の視聴洗脳効果を醸し出すと考えられるであろう。人々は映像メディアが伝達する世界
像を現実として受け入れ、それに依存している。映像メディアは意図的でるか否かを問わ
ず、人々が生き方や考え方を規定・調節する。
　TV メディアは大衆が自らの文化を創造・選択し、享有することのできる主体として成
長するための教育の「場」であり、文化表現の「空間」としての役割を果たさなければな
らない。
　市民社会が成熟しない状態での公営放送は、少数の権力者のための国営放送になる危険
性があるため、メディア・リテラシー教育などを通して、受容者大衆を積極的なメディア
利用者へと転換させ、彼らを市民社会のネットワークへ包摂させる新しい次元の受容者運
動が必要だと考えられる。
　延辺朝鮮族社会の変動との関係からマス・メディアの全体像を把握するためには、H. ラ
スウェルの述べたコミュニケーション過程に従い、送信者分析、内容分析、受容者分析、
メディア分析、効果分析等の研究モデルを適用し、多角的な研究を進める必要があると思
われる。
 （り・ぶんてつ　本研究科博士後期課程）
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